
島根県建築士事務所指導要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築士法（昭和 25年法律第 202 号。以下「法」という。）に基づき、

島根県知事の登録を受けた建築士事務所及び登録を受けようとする建築士事務所の開設

者等に対する指導に関し必要な事項を定め、その知識、技能の維持向上及び品位の保持

並びに業務の適正化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 建築士事務所の開設者等とは、法第 23 条の規定に基づいて登録を受けた者及び法

第 24 条に規定する建築士（以下「管理建築士」という。）並びにこれらになろうとする

者をいう。 

（建築士事務所の開設者等の責務） 

第３条 建築士事務所の開設者等は、建築士事務所の業務の執行に必要な知識及び技能の

維持向上に努めなければならない。 

２ 建築士事務所の開設者は、法第 23 条第１項に規定する設計等の業務のほかに他の業務

を兼業する場合は、設計等の業務内容と他の業務を明確に区分しなければならない。 

３ 建築士事務所の開設者は、設計及び工事監理に関する業務を行う場合には、法第 25条

の規定による基準に基づいた適正な報酬をもって、書面により、契約を締結しなければ

ならない。 

４ 建築士事務所の開設者等は、建築士事務所として必要な装備の充実に努めなければな

らない。 

５ 建築士事務所の開設者は、建築主その他の関係者から建築士事務所の業務に関する苦

情があった場合は、迅速に適切な措置を講じなければならない。 

６ 建築士事務所の開設者は、設計等の業務に関し生じた損害を賠償するために必要な金

額を担保するための保険へ加入することが望ましい。 

７ 建築士事務所の開設者等は、業務に関し必要な知識及び技能の維持向上を図るため、

島根県知事の指定する講習（以下「指定講習」という。）の受講に努めなければならない。 

（登録の申請等） 

第４条 建築士事務所の登録の申請又は、更新の登録の申請（以下「登録申請」という。）

にあたっては、法に定めるもののほか次の書類を添付しなければならない。ただし、（４）



に規定する書類について、管理建築士が法第 24 条第２項に規定する管理建築士資格講習

を登録申請前５年以内に受けた場合は省略することができる。 

（１）附近見取図（別記様式第１号） 

（２）建築士事務所の内部及び外部の主要な写真（別記様式第２号） 

（３）建築士事務所の装備申告書（別紙様式第３号） 

（４）開設者等が登録申請前５年以内に開設者等向けの指定講習を受けたことを証する書

類または受講の確約書（別記様式第４号） 

（５）建築士免許証の写し 

２．登録申請書の記載にあたっては、別表第１の書類一覧及び別表第２－１又は別表第２

－２の作成要領に留意すること。 

３．建築士事務所の変更の届出にあたっては、別記様式第５号に別表第３の書類一覧に掲

げる書類を添付しなければならない。 

４．建築士事務所の廃業等の届出にあたっては、別表第４に掲げる届出者が別記様式第６

号により届け出ること。 

５．建築士法施行規則第１９条第４号の規定による誓約書の書式は、同規則第２０条に規

定される第六号書式の添付書類（ハ）とする。 

（知事の指導） 

第５条 知事は、建築士事務所の開設者等に対し、法に定めるもののほか、次の各号の一

に該当する場合、必要な指導を行うものとする。 

１．法第 23 条に規定する設計等の業務において、不誠実な行為を行ったと認められる場合。 

２．建築関係法令違反の建築行為について、関与したと認められる場合。 

（雑則） 

第６条 この要綱の施行に関し、必要な事項は別に定める。 

（附則） 

 この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、平成 16年 10 月１日から施行する。 

（附則） 

 この要綱は、平成 22年 12 月１日から施行する。 



（附則） 

 この要綱は、平成 23年４月１日から施行する。 

（附則） 

（施行期日） 

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

（島根県指定事務所登録機関が事務所登録等事務を行う場合における規定の適用） 

法 26 条の３第 1項の規定により知事が指定する者（以下「島根県指定事務所登録機関」

という。）が同項に規定する事務所登録等事務を行う場合においては、第５条に規定する別

記様式５号及び別記様式６号は、島根県指定事務所登録機関の定めによる。 

（附則） 

この要綱は、令和元年 12月 1 日から施行する。 

（附則） 

この要綱は、令和３年８月 31日から施行する。 

（附則） 

この要綱は、令和４年７月 20日から施行する。 









別記様式第１号 

附近見取り図 

（記入上の注意） 

附近見取り図に明示すべき事項 

方位、道路及び目標となる地物 



別記様式第２号 

建築士事務所の外部写真 

建築士事務所の外部写真（標識に記載されている管理建築士、有効期間等が判別できるもの）



別記様式第２号 

建築士事務所の内部写真（２面） 



別記様式第３号

建築士事務所の装備申告書

区分 新規登録の場合 
装備
状況

登録更新の場合 
装備
状況

左記以外に必要と 
認められる装備 

装備
状況

１ 事務室等 ① 建築士事務所標識
の掲示スペース 

① 建築士事務所標識
の掲示        

② 管理建築士の建築
士免許証の掲示 ② 管理建築士の建築

士免許証、建築士
事務所登録通知書
の掲示 

２ 書類等 
① 建築関係法令書 
  (建築基準法、建築   
   士法、都市計画法、
消防法と政令、省
令、条例、細則等) 

① 同左 ※ 
① 構造計算規準、同
   解説 

② 工事標準仕様書・同
解説 
(建築、機械、電気) 

② 同左 ② 建築設計資料関係図
書 (用途別設計企画
例等) 

※ 
③ 建築関係 JIS 要覧 

④ 積算関係資料 
   (物価、歩掛) 

③ 主要業務地の都市 
計画図 

③  同左 ⑤ 主要業務地地図 
 (1/2500～1/5000) 

④ 業務報酬基準 
  (H.21.1.7 国土交通省
告示第 15 号) 

④  同左 ⑥ 主要業務地の住宅地
図 

３ 記録等 ① 業務台帳 
  (契約内容、従事建   
築士氏名、委託業務
等) 

① 同左（記入保存） ①  工事写真帳 

② 設計図書  ② 同左（記入保存）  

③ 契約書・委託書  ③ 同左（記入保存）  

④ 業務規準及び約款  ④ 同左  

⑤ 設計記録台帳 
   （依頼内容・条件、打 
 合せ・説明・確認事項)

⑤ 同左（記入保存） 

⑥ 工事監理計画書  ⑥ 同左（記入保存） 

⑦ 工事監理日誌  ⑦ 同左（記入保存） 

⑧ 工事監理（指導監督）
報告書 

⑧ 同左（記入保存） 

⑨ 業務実績等の閲覧書
類 

⑨ 同左（記入保存） 

⑩ 所属建築士名簿及び
経歴書 

⑩ 同左 

⑪ 給与簿  ⑪ 同左（記入保存） 

⑫ 出勤簿  ⑫ 同左（記入保存） 

⑬ 重要事項説明書  
⑬ 同左（記入保存） 

４ その他       

１．木造建築士事務所の場合は、※の装備を省略してもよい。 

２．３記録等のうち、①業務台帳、②設計図書、⑧工事監理報告書の法定保存期間は１５年間、⑨の閲覧期間は３年間 

３．装備している場合は装備状況欄に○を付すこと。 

４．１事務室等の①、３記録等の①②⑧⑨⑬は必ず装備を要する。



別記様式第４号

確  約  書

私は、業務に関し必要な知識及び技能の維持向上を図るため、島根県建築士事務所指導要綱第３条第７項に

定める開設者等向けの指定講習の受講に努めます。

                   令和  年  月  日

                                 開設者又は管理建築士 住 所 

                                     氏 名  

注）開設者と管理建築士が異なる場合はそれぞれ提出すること。 



別記様式第５号 

一級 

二級  建築士事務所登録事項変更届 

木造 

建築士事務所登録事項に変更を生じたので、建築士法第２３条の５の規定により 

届け出ます。 

  年  月  日 

届出者住所 

氏名               

島根県知事        様 

登録番号 第（  ）     号 登録年月日     年  月  日 

開設者氏名  

建築士事務所 
名 称 

建築士事務所 
所 在 地 

変更事項 
番 号 

（該当する番号に 

○をすること） 

１．（開設者／個人）氏名          ６．建築士事務所名称 

２．（開設者／個人）住所          ７．建築士事務所所在地 

３．（開設者／法人）法人名称        ８．管理建築士 

４．（開設者／法人）法人所在地       ９．所属建築士 

５．（開設者／法人）役員の氏名及び役員

変更事項
番 号

変更前 変更後 

変更年月日     年  月  日 

（注１）登録申請の際の添付書類のうち、変更となったものを添付すること。 

（注２）氏名にはふりがなを記載すること。 



別記様式第６号 

一級 

二級  建築士事務所廃業等の届 

木造 

建築士事務所について、次の事由が生じたので、建築士法第２３条の７の規定に 

より届け出ます。 

  年  月  日 

届出者住所 

氏名               

島根県知事        様 

登録番号 第（  ）     号 登録年月日     年  月  日 

開設者氏名  

建築士事務所 
名 称 

建築士事務所 
所 在 地 

廃業等の 
事由番号 

（該当する番号に 

○をすること） 

１．開設者が業務を廃止 

２．開設者が死亡 

３．開設者が破産 

４．法人が合併等により解散 

５．法人が破産または合併以外の事由により解散 

６．登録区分の変更（         →          ） 

７．その他（                     ） 

廃業等の事由の生じた年月日     年  月  日 


